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【ポイント】 

・強制加入、賦課金等の徴収を認める団体を、講学上は「公共組合」という。 

・公共組合の権能を認める前提として、講学上、行政主体性と事業の公共性等が指摘されている。 

・この前提条件を満たす事業内容をエリアマネジメント団体で想定することは可能である。 

１．はじめに 

 2022年4月4日の土地総研リサーチ・メモ「民間事業のために民間主体が課する負担金の可能性につい

て」（以下、「前リサーチ・メモ」という。）では、米国のBusiness Improvement District(BID）のような、

民間主体が、地域管理などのために民間事業主体が行う事業に対して費用を地権者や住民から回収する

負担金（以下、「民間主導負担金制度」という。）について、土地区画整理組合等の賦課金、区分所有マン

ションの加入金と類似していることを確認し、さらに、両者とも実績があり、判例でも適法性が認められ

ていることを確認した。 

 この分析を踏まえ、土地区画整理組合、市街地再開発組合の要件と比較して、エリアマネジメント団体

が賦課金を徴収できるためには、どのような要件を整備すべきかについて、論点整理を行った。 

 その際、最も大きな課題としては、土地区画整理組合等は公共施設整備を行うのに対して、現状での地

域管理などのためのエリアマネジメント団体は公共施設整備を原則として行わないことから、この違い

を克服して事業の公共性を認められるかが、一番大きな論点と指摘した。 

 本稿では、土地区画整理組合等が講学上の「公共組合」と整理されていることから、公共組合に関する

議論から、公共施設整備を行わないエリアマネジメント団体による民間主導負担金制度を実現するため

の論点を整理する。 

 なお、エリアマネジメント団体を公共組合として位置付けるためには、新しい公共組合の制度を創設す

る必要がある。これは新たに法人をつくることにほかならないので、民法第33条の「法人は、この法律そ

の他の法律の規定によらなければ、成立しない。」に基づき、新しい法律を制定することを前提に議論を

進める。 

 

2．公共組合の講学上の整理 

（1）講学上の公共組合の定義及び特色 

 公共組合は、以前は「一定の社員（組合員）をもって構成される公共団体であり、公法上の社団法人で

ある」と定義されていた1。最近の行政法テキストでは「行政事務を行うことを存立目的として設立され

た公の社団法人である」とされる2。 

 また、公共組合は、「強制加入」「設立解散についての国又は地方公共団体の関与」「国又は地方公共団

体の監督」「公権力の付与（換地処分、経費等の賦課・滞納処分」があげられる3。 

 

（2）講学上公共組合に整理されているもの 

 講学上公共組合に整理されているものを、事業目的別に整理すると、表1のとおりである。 
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 なお、土木事業に関する公共組合に属する水防予防組合は、水害予防組合法第1条に規定する「堤防水

閘門等ノ保護ニ依ル水害防禦ニ関スル事業」、水防法第1条の「洪水、雨水出水、津波又は高潮に際し、水

災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減し、もつて公共の安全を保持すること」を事業内容とし

ており、「土木」という用語からイメージされる公共施設整備を直接の内容としているものではない。 

 また、表1の行3のグループは、戦前は農会、森林組合、水産会、商工会議所など多数存在したが、現在

は、中小企業団体の組織に関する法律第55条を削除した結果、このグループに属する団体は存在しないと

考える。 

  

表1 事業目的別の公共組合の例 

 

 

3．講学上の整理から導かれる公共組合拡大の視点 

（1）参考とすべき公共組合のグループとその性格 

 本稿では、エリアマネジメント団体における民間主導負担金制度を論じていることから、最も参考に

なる公共組合は、表1行1の「土木事業に関する公共組合」である。また、この中には、水害予防組合の

ように、公共施設整備を伴わない団体が含まれていることは、制度設計上有利なポイントと考える。 

 また、負担金を課すためには、団体に反対者であっても加入強制をするという要素が必要だが、公共

組合はいずれも強制加入の要素を持っている。 

 

（2）行政主体性 

 塩野（2021）123頁によれば、「公共組合の強制加入及び賦課金をはじめとする公権力の付与は、法が

これらの組合に行政主体性を与えたことを意味するように思われる」とする。以下、該当部分を引用す

る。 

強制加入および事業執行における公権力性の付与については、法がこれら組合に行政主体性を与え

たことを意味するように思われる。すなわち、強制加入は、結社の自由に対する重大な侵害であ

り、組合自体が行政主体であることは例外的措置を認める法的正当化根拠を提供する最も大きな根

拠の―つである。さらに、経費の強制徴収を含む事業執行方法についての公権力性の付与は、当該

法人の有する大きな特権であるが、かかる特権の付与はそれを受ける法主体が、行政主体であるこ

とによって、正当化されると解される。 

 

 「行政主体」という意味はややあいまいであるが、例えば、新しい公共組合（強制加入と賦課金徴収

権限あり）を構想するにあたっては、その公共組合が行う事業内容が、本来は、国又は地方公共団体と

いう行政主体が実施することが想定されるものかどうかが、重要な視点になると考える。 
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 その観点から、表1行2の事例をみると、土地区画整理組合等の市街地整備系の組合、土地改良区は、

対象となる事業を国又は地方公共団体が施行することを前提としており、水害予防組合の事業も水防法

第3条に基づき、水防責任は市町村にあることを定めている。以上の点からみて、塩野のいうところの

行政主体性4は、公共組合が実施する事業内容は、本来国又は地方公共団体が実施すべき行政内容である

ことと理解することが可能と考える。 

 

（2）事業の公共性と組合内部の民主主義、組合に対する公的規制 

 安本（1985）291頁によれば、強制加入制は、憲法上の結社の自由、さらには事業内容によれば職業

選択の自由、財産権の保障にも抵触しかねないことから、これを認めるためには、事業の公共性、組合

内部の民主主義、組合に対する公的規制が必要とする。以下、該当部分を引用する。 

この強制加入制は、憲法上の結社の自由（団体の結成の自由、団体への加入、非加入の自由）（憲法

21条1項）さらに、事業内容によっては、職業選択の自由（憲一三条）、財産権の保障（憲二九条）

等にも抵触しかねないものである。したがって、それにもかかわらず、強制加入制を認めるだけの

事業の公共性（たとえば土地区画整理事業という制度一般の公共性と、特定の地域で土地区画整理

事業を行う公共性など、各レベルにおける公共性が必要である）、組合内部の民主主義、組合に対す

る公的規制などについて、特有の法理が形成されなければならない。 

 

 「特有の法理」の趣旨は不明であるが、指摘のうち、「組合内部の民主主義」「組合に対する公的規

制」については、前リサーチ・メモの表3において、土地区画整理事業、市街地再開発事業との比較に

おいて、仮にエリアマネジメント団体で実施する場合にどのような手続が必要かついて、論じている。 

 「事業の公共性」については、括弧内の事業自体の公共性と特定の地域で実施するなど各レベルでの

公共性が必要という点が、新たな公共組合を検討する上で重要な視点と考える。 

 

4．国会議事録からみた公共組合拡大の視点 

（1）土地区画整理組合、土地改良区の強制加入に関する議論 

 本稿の論点に関係のある表1行1グループの公共組合についての強制加入等を論じた国会答弁は、表1

行2-4のグループに比べ少ないが、表2のとおり、以下の3つが確認できる5。 

厳密な法制論を論じたものではないが、表2行1の答弁は、反対者も不利な取り扱いをしないこと、行

3は、公共事業の性質を持つことを、強制加入の要件として述べている。 

 

（2）国会議事録で確認できた強制加入に関する法制論 

 表1行1のグループでは、表2以外に法制論を論じたものは存在しない。憲法学者、内閣法制局の発言と

しては、表3のものが確認できる。 

 表1，2とも、中小企業団体の組織に関する法律第55条の加入命令規定を創設する際の国会の議論であ

る。 
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表2 土地区画整理組合、土地改良区の強制加入を論じた国会議事録 

 

 

 この改正は、商工組合という団体に対して過当競争が激化した場合には加入命令を出すことができる

という内容で、当時の公正取引委員会は反対の意見を述べるなど国会でも議論が活発に行われ、矢野

（1965）242頁では「問題が存するところであろう」と述べている。 

 このような内容ではあるものの、行1の田上は、経済的な生活を規制するという観点からの結社の自由

については、公共福祉の観点から制約が可能とのべ、行2の林も一定の要件が書かれていることから公共

の福祉につながりがあると述べている。 

 これらの発言については、当時の経済事情と現在では異なる点があるとはいうものの、現時点で評価す

ると、表3で論じている、業界における過当競争を抑制するための商工組合の強制加入に比べて、5（3）

に述べるエリアマネジメント団体が行う活動の方が、3．で述べた、行政主体性、事業の公共性等の点で、

強制加入を認めやすいという議論は十分、成り立つ可能性があると考える。 
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表3 国会議事録に見られる強制加入に関する法制論
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5．エリアマネジメント団体に強制加入を認めるための論点 

（1）講学上の論点 

 3．で述べたとおり、講学上の公共組合に関する分析からは、 

①行政主体性：本来、国又は地方公共団体が実施すべき事業であるかどうか？ 

②事業の公共性：事業そのものの公共性と事業を実施する地区の具体的な公共性があるかどうか？ 

③組合内部の民主主義、組合に対する公的規制 

の3点を満たす内容で、エリアマネジメント団体の活動が位置付けられるか、が論点となる。 

 このうち、③は、前リサーチ・メモで述べているので、省略する。 

 

（2）国会議事録からの論点 

 4．の国会議事録の分析からは、法制論を踏まえた厳密な論点は明らかにならなかったが、対象地区内

での公平性の確保の必要性、中小企業団体の組織に関する法律第55条の加入命令よりは高い公共性の説

明などには、留意することが重要と考える。 

 

（3）行政主体性が確認できる事業イメージ 

 行政主体性、すなわち本来は国又は地方公共団体が実施すべきものではあるものの、地域のエリアマネ

ジメント団体が代わって実施する事業としては、例えば、以下のものが想定できる。 

①災害時における、消火活動、避難行動要支援者等災害弱者の避難支援などの防災活動及びそのため

の平時の準備活動（訓練、備蓄など） 

②地区公園、地区交流施設、図書室などの地区サービス施設の維持管理活動 

③児童、学生、高齢者などの移動手段（バス、デマンドタクシー、過疎地有償運送など）の維持運営活

動 

 

 このうち、①の災害時の活動は、災害対策基本法第5条、消防組織法第6条等において、基礎的な自治体

である市町村の責務、責任であることが明記されていることから、行政主体性は明確である。 

 ②の地区公園等の地区サービス施設の維持管理活動についても、都市公園法第2章の規定により設置管

理は国又は地方公共団体であること、社会教育法第20条に基づき公民館は市町村が設置するものである

こと、図書館法第2条に基づき公立図書館が位置付けられることなど、行政主体性は明確である。 

 これに対して③の児童等に対する移動手段の維持管理活動については、交通需要が高い地域では民間

事業者によって供給されている一方で、地方部においては、いわゆる「自治体バス」など市町村が事業実

施する事例が増えてきている6。地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第4条では、国及び地方公共

団体の努力義務は規定されているものの、地域の移動手段の確保自体を明確に国又は地方公共団体の責

務とまでは位置付けられてはいない。しかし、実態として、自治体バスなどの事業実施が市町村主体に行

われていることを踏まえて、これらの事業についても、個別地域の実情を踏まえれば、行政主体性が認め

られるケースは多いと考えられる。 

さらに、近年では、市町村の財政状況を踏まえて、様々な地域サービス事業の維持が困難になっており、

その意味からも、上記の事例以外に今後も多様な行政主体性のある事業が生じてくることが想定される。 
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 いずれにしても、エリアマネジメント団体が行う活動のうちで行政主体性が認められる事業は相当

多様なものが位置付けられる可能性が高いと考える。 

 

（4）事業の公共性が確認できる事業イメージ 

 第一に、事業一般の公共性については、上記（3）の①から③については、いずれも財政事情が許せば、

市町村が実施すべき活動であることから、公共性は確認できると考える。 

 第二に、特定の地域で実施する際のその地域に限った公共性については、なんらかの行政計画に位置付

けることが必要となる。 

 しかし、現行法においては、具体的な地域サービスの内容がかけており、強制加入を認めてでも、公共

組合に事業を実施させるべき、という内容を位置付ける、具体的な計画制度は存在しない。 

 近似するものとしては、市町村の地域に対する事業を比較的包括的に位置付けている市町村の都市計

画に関する基本的な方針（都市計画法第18条の2）、又は、公園、道路などの公共空間の民間管理などを内

容とする都市再生整備計画（都市再生特別措置法第46条）、交通に限っては、地域公共交通計画（地域公

共交通の活性化及び再生に関する法律第5条）が想定できる。しかし、双方とも、上記（3）で列記した事

業の公共性を特定の地域で位置付ける計画としては、適切かどうかは疑問が残る。 

 

 公共施設が一定程度整備され、むしろ、その公共施設をいかに活用していくか、また、その公共施設を

活用した多様の地域サービスをどのように確保しているか、が地域政策として重要になってきていると

いう現状認識を踏まえると、これらを内容として、具体の地域に即した行政計画自体を検討する必要があ

ると考える。 

 

6．まとめ 

 本稿においては、前リサーチ・メモで提示したエリアマネジメント団体が活用できる民間主導負担金制

度を創設するために、講学上の強制加入権を有する公共組合について、学説及び国会会議録を分析して、

制度を拡充するための論点と、それに合致する事業例を提示した。 

 本稿のテーマは、従来、余り議論されていない論点のため、仮説の段階に止まっているが、多方面から

の御意見を伺いながら、論点整理を続けていきたい。 

 

（佐々木晶二） 
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